








（1）第111回定例所員総会　2018 年6月2日（土）10：00 ～ 12：30　生田校舎92B会議室
議事：所長挨拶、所員等の異動、2018年度社研体制、2017年度事業報告、同会計報告、2018 
年度事業計画案、同予算案、その他、すべての議案は承認された。

























 運営委員  事務局員（○はチーフ）
所長 宮嵜　晃臣（経） 事務局長 　樋口　博美（人）
事務局長 樋口　博美（人） 会計 ○鈴木奈穂美（経）
前事務局長 大矢根　淳（人）  　谷ヶ城秀吉（経）
運営委員 原田　博夫（経） 研究会 ○石川　和男（商）
 白藤　博行（法）  　飯沼　建子（経）
 蔡　イン錫（営）  　徐　　一睿（経）
 神原　　理（商）  　永島　　剛（経）
 宇都　榮子（人）  　福島　義和（文）
  編集 ○枡田大知彦（経）
   　広瀬　裕子（文）
会計監査 永江　雅和（経） 　 　佐藤　慶一（ネ）
   　福島　義和（文）
  文献資料 ○兵頭　淳史（経）
   　恒木健太郎（経）
  ホームページ ○高萩栄一郎（商）
   　吉田　雅明（経）
２．2018年度社研体制
 運営委員  事務局員（○はチーフ）
所長 宮嵜　晃臣（経） 事務局長 　樋口　博美（人）
事務局長 樋口　博美（人） 会計 ○谷ヶ城秀吉（経）
前事務局長 大矢根　淳（人）  　佐藤　慶一（ネ）
運営委員 原田　博夫（経） 研究会 ○石川　和男（商）
 白藤　博行（法）（2018.9 ～国内研究） 　飯沼　健子（経）
 蔡　イン錫（営）  　永島　　剛（経）
 神原　　理（商）  　福島　義和（文）
 今野　裕昭（人） 編集 　枡田大知彦（経）（～ 2018.9.30）
   ○鈴木奈穂美（経）（2018.10.1 ～）
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  編集 　小池　隆生（経）（2018.10.1 ～）
会計監査 清水　真志（経）  　徐　　一睿（経）
   　広瀬　裕子（文）
  文献資料 　兵頭　淳史（経）（～ 2018.9.30）
   ○恒木健太郎（経）（2018.10.1 ～）
   　長尾　謙吉（経）（2018.10.1 ～）
  ホームページ ○高萩栄一郎（商）









































































































































































（5月開催希望 ／ 4月15日）（6月開催希望 ／ 4月15日）（7月開催希望 ／ 6月中旬）（8月開催希
望 ／ 7月上旬）（9月開催希望 ／ 7月下旬）（10月開催希望 ／ 9月上旬）（11月開催希望 ／ 10月









































































































































































































































































「Why Did Japanese Children Cease to Grow Taller in Height
　in the Midst of a Booming Economy in Contrast with South Korean Youth?」  森　　宏（参与）




















《研究ノート》「「総合光学機器」メーカーの分析 その１ 株式会社タムロン」 溝田誠吾（参与）
（10）3月20日（657号）
「ラディカルな教育再生を軸にした地域再生













「社会科学研究所2017年度春季実態調査 大阪の底力 行程記録」 樋口博美（所員）
「大阪の産業構成の歴史的展開と地域的特性」 　髙山正樹（大阪大学名誉教授）
「大都市財政・大阪市財政の特徴―東京都特別区との比較で―」 町田俊彦（参与）
「戦前期日本タオル工業の生成・発展―泉州と今治の比較を念頭において―」 川村晃正（参与）
「泉州タオル産業の盛衰と現況」 柴田弘捷（参与）
「JAPANブランド「泉州こだわりタオル」の現状と課題」  神原　理（所員）
「わが国のタオル生産と事業承継―大阪府泉佐野市を中心として―」 石川和男（所員）
「ダイハツ・ヒューモビリティ・ワールド訪問記」 鈴木奈穂美（所員）
「大阪西成地域（通称、釜ヶ崎）とＮＰＯ法人“釜ヶ崎支援機構”について」 飯田謙一（参与）
「釜ヶ崎の守護神「カマやん」と「カフカの階段」その後」 福島利夫（参与）
「釜ヶ崎の街は本当に福祉の街なのか？」 福島義和（所員）
「大阪ワインの底力」  宮嵜晃臣（所員）
（5）9月20日（663号）
「貧困認識と規定要因としての「農村的生活様式」
　―岩手県内自治体住民に対する意識調査結果から」 小池隆生（所員）
（6）10月20日（664号）
「価値形態論の上着は３０万円」 望月清司（参与）
（7）11月20日（665号）
「大阪市と東京都特別区の財政比較」 町田俊彦（参与）
「新しい方向性を探る財政投融資制度  ―政策遂行手段としての重みを増す財投―」
 藤井亮二（客員）
「イノベーション創出都市　変貌する深圳」  遠山　浩（所員）
（8）12月20日（666号）
「『戦中史』と『国体論』を貫くもの」 恒木健太郎（所員）
「「戦中史」に於ける「国体」と天皇制」
福井紳一（駿台予備学校講師・早稲田大学アジア太平洋研究センター特別センター員）
「講座派的問題設定の特徴と課題について
　―『国体論』に対する恒木健太郎氏の議論に寄せて―」
白井　聡（京都精華大学人文学部講師）
（9）1月20日、2月20日（667・668号合併号）：2018年度夏季実態調査特集号［編集中］
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（10）3月20日（669号）［編集中］
３．『社研叢書』第21巻刊行について
特別研究助成（2014年度発足、2016年終了）『アクショングループと地域主義』（松尾容孝（代
表）・砂山充子・樋口博美・広田康生・堀江洋文・山本充の6名）が年度内の2019年2月刊行予定
である。
７．その他の研究活動
１．文献資料
（1）文献資料の収集
①社会科学分野にかかわるリファレンス資料に相当するもの（辞書、統計、白書、年鑑等）、お
よび東アジア経済社会に関する文献の収集に重点をおく、という方針に基づいて文献資料の収
集を進めてきた。
②所員からの文献購入希望を募り、予算枠を考慮しながら随時購入を行ってきた。今年度は一昨
年度で購入を停止していた中国統計書を、所員からの要望があることを鑑み、昨年度分と併せ
て年度末までに購入する。
（2）文献資料の整理、配架等
①蔵書検索の電子化作業について
文献資料の検索は、これまでも「図書カード」によるものと電子化させたものとの双方で
行ってきたが、今年度はさらに蔵書情報電子化の作業（APIシステム）を進めてきた｡
②特別文庫の整理・修復・データベース化について
広く所員が利用できる状態をめざした取り組みを行うことを目標に、特に山田盛太郎文庫、
藤本武文庫の整理・修復作業（データベース作成準備等）を進めてきた。山田盛太郎文庫に関
しては、昨年度から始めた劣化資料に関する状態調査・作業修復に引き続き、費用見積を取っ
た上で本格的な修復作業を行った。また、藤本武文庫に関しては、調査・分析・整理を学外の
専門的知識提供者に協力依頼をして進めてきた。
（3）社会・労働関係資料センター連絡協議会への入会
今年度は、研究所組織として社会・労働関係資料保全と公開利用の促進を目的とした社会・労働
関係資料センター連絡協議会に入会した。今後は、①ライブラリーの相互利用、②メーリングリス
トでの情報入手、③廃棄図書・資料の相互利用、④刊行物の相互交換を、積極的に行っていく。
２．PC／ HP
（1）CMS化への対応とホームページの充実
学内CMS化を受けて、社研でも1年間の議論を経て、CMS化を行い10月にWEBサイトをリ
ニューアルした。また、その過程で特に月報PDFを書誌情報にリンクさせる必要が生じたことか
ら現在その作業を進めている。
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（2）所報のデジタル化とリポジトリ化について
所報（月報、年報）については、これまでも論文単位のPDFファイルによる掲示化を進めてきた。
また、昨年度よりこれら所報のバックナンバーを社研の手元に数冊残した上で、2003年度以前の
月報のデジタル化、2005年以前のリポジトリ化作業の準備を進めてきた。デジタル化は外部業者
に委託し、リポジトリ化は図書館へ要望書を提出し、その協力を得てきた。さらに現在は、公開す
る論文への書誌情報（掲載雑誌名、号数、発行年月、DOI等）を付ける作業、またDOI付与の準備
作業を進めているが、実際には2019年度図書館のリポジトリシステム改定を待ち、その後に作業
を行うことになる。また、これらの作業のために、今後はデジタル・リポジトリ化以前の執筆者
（所員以外へ。現所員には確認済み。）への掲載許諾作業を進めていく予定である。
（3）電子メールの活用
電子メール活用による通信業務効率化を引き続き推進している。所員に対する案内等の原則電子
メール化（2007年度開始）を継続しているが、総会案内に関わる出欠確認、委任状集約等につい
ては、往復はがき、研究室受付での回収等を継続している。
（4）PCシステムの充実（神田分室含む）
昨年2017年度のPC周辺機器の神田分室セッティング（新PCセットの設置）とネットワーク接
続完了に加えて、簡易ホワイトボードやプロジェクターの設置も行い、所員の研究活動の充実に向
けての整備を進めた。
８．社会科学研究所「規程・細則・内規」（2014年3月）の改定
今年度は、昨年度から事務局内で検討を重ねてきた客員研究員に関する規程改定と細則および内
規の追加案について、後期総会にて提案、慎重な検討を行った。その結果、規定については提案が
承認され、細則と内規については引き続き年度内の事務局会議において、後期総会での出席所員か
らの意見を反省させたものを事務局が再度検討すること、決定は事務局に一任されることになった。
規程に関しては大学当局の承認が必要なことから、後期総会直後に大学へ規定変更願を提出し、
現在その承認を待っているところである（2019年1月16日の常任理事会にて承認予定）。
すでに大学へ提出済みの規程に関しては「変更案」として下記に示しておく。なお、細則と内規
に関しては上に記したとおり、今年度1月~3月の事務局会議にて再度検討を行い、これらを含めて、
ここ5年の間（2014年度以降）に行われてきた全ての規定・細則・内規の改定内容を反映させた専
修大学社会科学研究所の「規定・細則・内規集」改定版を発刊する予定である。
１．規程改定　専修大学社会科学研究所規程変更（案）
１．規程 第10条【客員研究員】 　「規程・細則・内規集」（2014年3月）p.3
（現行）
所長は、運営委員会の議を経て、研究所の事業を遂行するため、必要があると認めるときには、運
営委員会の議を経て、客員研究員を委嘱することができる。
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（※「運営委員会の議を経て」が2回あるのは原文のママ。変更案ではここを1回に修正する。）
２．客員研究員の任期は2年とする。ただし、改めて委嘱することができる。
（変更案）
所長は、定例研究会、特別研究会、特別研究助成、グループ研究助成等、研究所の特定の事業を遂
行するため、必要があると認めるときには、運営委員会の議を経て、客員研究員を委嘱することが
できる。
２．客員研究員の任期は2年とする。ただし、改めて委嘱することができる。
